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2024 年 3 月 28 日 

各   位 

株式会社オールアバウト 

代表取締役社長 江幡 哲也 

(コード番号：2454 東証スタンダード) 

問い合わせ先 取締役 森田 恭弘  

電話 03-6362-1300 

 

連結子会社における事業撤退、人員削減、特別損失の計上、 

及び通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社オールアバウトライフワ

ークスが事業から撤退すること及び人員の削減を決議いたしました。これに伴い、当連結会計年度に

おいて、構造改革費用を特別損失として計上することを決議しました。また、最近の業績動向も考慮

し、2023 年 11 月 9 日に公表しました通期業績予想を下記のとおり修正いたしましたのでお知らせい

たします。 

 

記 

 

１．事業撤退および人員削減の理由 

当社は、ユーザーに対するインターネット上での情報提供に止まらず、新たな専門家の活躍の 

場を創出すべく、2012 年 9 月 4 日付けで手芸分野を中心として生涯学習事業、専門講師の育成事

業を展開する株式会社コロネット（現株式会社オールアバウトライフワークス）の株式を取得・

連結子会社化し、手芸分野における生涯学習事業、講師育成事業の拡大に取り組んでまいりまし

た。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、習い事や通所型サービスの利用が大 

きく減少する中で、近年は当該連結子会社の業績低迷が続いておりました。その後、新型コロナ

ウイルス感染症の影響が徐々に緩和する中においても、当該連結子会社のターゲット層である顧

客においては外出を控える傾向が強く、手芸分野における習い事教室への回帰は緩やかで、回復

までにもうしばらく時間を要する見通しとなりました。 

このような状況に鑑み、当該連結子会社の業績について早期改善は困難であると判断し、事業

撤退することといたしました。 
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２．当該連結子会社の概要 

(1) 名称 株式会社オールアバウトライフワークス 

(2) 所在地 東京都台東区浅草橋 3-1-1 TJ ビル 4F 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  菱倉英一 

(4) 事業内容 生涯学習分野における講師育成・活用事業 

認定講師育成・教室支援事業「楽習フォーラム」等 

(5) 資本金 76 百万円 

 

３．人員の削減 

当該連結子会社の事業撤退に伴い、人員の削減を実施いたします。 

① 人員削減の方法：契約合意解除 

② 対象者：株式会社オールアバウトライフワークスの社員 

③ 人員数：20 名程度 

④ 退職日：2024 年 3 月 31 日以降 

⑤ その他：退職者に特別退職金を支給する。 

 

４．日程 

① 取締役会決議日：2024 年 3 月 28 日 

② 2024 年 12 月末の撤退完了を目途とします。 

 

５．特別損失の計上 

当連結会計年度において、上記の事業撤退及び人員の削減に伴う構造改革費用を含む資産の除

却・減損損失、社員の退職による特別退職金などで約 250 百万円を計上する見込みです。 

今後開示すべき事項が発生した場合は速やかに開示いたします。 
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６．2024 年 3 月期通期連結業績予想の修正（2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 
に帰属する 
当期純利益 

1 株当たり 
当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

16,400 

百万円 

△200 

百万円 

△190 

百万円 

△320 

円 銭 

△23.13 

今回の実績値（Ｂ） 15,600 △510 △490 △570 △41.20 

増減額（Ｂ－Ａ） △800 △310 △300 △250  

増減率（％） △4.9 － － －  

（ご参考）前期連結実績 

（2023 年 3 月期） 
16,917 6 20 △82 △6.06 

（修正の理由） 

コンシューマサービスセグメントの主力であるサンプル百貨店において、不安定な商品調達環

境の影響を受け、売上高、営業利益および経常利益が前回予想を下回る見込みです。その上で、

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、上記の特別損失の計上より、前回予想を大幅

に下回る見込みです。 

 

（注）本資料に記載されている業績予想等将来に関する内容は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業 

績に影響を与える不確実な要因にかかわる本資料発表日現在における仮定を前提としており、実際の業績は今後の様々 

な要因によって異なる可能性があります。 

 

以 上 


